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耕作放棄に注目した農業・農村の持続性に関する分析

寺　床　幸　雄

Ⅰ．はじめに

農業・農村の持続可能性に関する議論は、1990 年代以降活発になった。農業の持続という側面で
は、耕作放棄地の拡大をはじめとした農地管理をめぐる問題が生じている。また、高齢化の進行と
人口減少により、農業の担い手不足が生じている。持続可能性あるいは農業の持続的発展という場
合、かつては環境に配慮した農業の実施などの狭義の定義で議論されることがあった。しかしその
後、農業生産の行われる場としての農村の持続的発展を総合的に議論することへの重要性が高まっ
た。そして、いわゆる生態的（環境的）発展に加え、経済的発展とコミュニティの発展（社会的・文
化的発展）を含めて農業・農村の持続的発展が議論されるようになっている 1）。ただし、日本の農業・
農村をめぐる状況は厳しさを増しており、その問題解決には多くの課題がある。
本研究では、日本の農業の持続性について、主にデータ分析によって検討を行う。特に、農業の
持続が問題となっている中山間地域について、その問題の特質を浮かび上がらせることにしたい。日
本の農業の持続性を議論する際に注目されているのが、耕作放棄地をめぐる諸問題である。かつて
耕地であった土地で耕作が行われなくなった場合に、転用が行われず、耕地の貸借なども生じない
場合に、その土地は耕作放棄地となる。耕作放棄地は、農林水産省の定義では「以前耕地であった
もので、過去 1年間以上作物を作付けしていない土地のうち、この数年間に再び作付けする考えの
ない土地」とされている 2）。また、耕作放棄地率は次式で算出される数値である。

耕作放棄地率＝耕作放棄地面積／（経営耕地面積＋耕作放棄地面積）× 100

農業センサスで統計上の把握がなされるようになって以降、日本の耕作放棄地面積は年々拡大し、
耕作放棄地率も上昇傾向にある。特に近年では、食料の安定供給の観点から、耕作放棄地の発生防
止と解消に向けた施策が講じられている。日本の地理学においても、耕作放棄地については一定程
度の注目がなされ、高度経済成長期の廃村化現象とのかかわり 3）や、農業の衰退による耕地の後退 4）、
集約的農業地域における不耕作農地の形成 5）などについて議論が進められてきた。しかし、耕作放
棄地そのものについてその特徴を十分に検討した研究はいまだ少ない。また、耕作放棄地の拡大が
進む中山間地域を対象とした研究も多くはなく 6）、今後の研究の蓄積が求められている。このほか、
耕作放棄地形成の地域的特色を分析した研究もみられる 7）が、研究対象地域が一部に限られるなど
の課題が残されていた。
そこで本研究では、日本全国を対象として耕作放棄地および耕作放棄地率の地域的特徴をとらえ、
それによって日本の農業の持続性を検討することを目的とする。具体的には、耕作放棄地と関連す
る農業の諸指標とを、空間スケールの差異を考慮して分析する。都道府県スケールでは捨象されて
しまう地域的差異について、市区町村レベルでのデータを用いて検討する。市区町村レベルでの分
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析を行う際に、近年進んだ市町村合併による行政領域の再編を考慮しなければならない。農業セン
サスでは、各年次の行政領域単位での集計に加えて、昭和の大合併が生じる前の 1950 年当時の市区
町村領域での集計が行われている 8）。そこで本研究では、2010 年の農業センサスのデータについて、
都道府県別および 1950 年の旧市区町村別（以下、旧市区町村別）の集計を行い、耕作放棄と他の指標
との関連性を分析する。

Ⅱ．日本における農業・農村の変容

1．戦後日本の農業・農村の変化
まず、日本の農業・農村の変容を概観し（第 1図）、農業の持続が問題化されるに至った背景を確

認する。議論が煩雑にならないように、議論は第二次世界大戦後に限定し、中山間地域の問題が顕
在化するまでのプロセスに重点を置いてまとめる。
第二次世界大戦後、日本では農地改革によって自作農の創設がなされた。その結果、大量の零細
経営農家が生じ、農業経営の安定が目指された。1960 年までは、日本の経営耕地面積は微増してい
るものの、一戸当たり経営耕地面積は小規模のまま推移した。その後、1961 年に農業基本法が制定
され、農工間所得格差の是正が目標として掲げられた。この時期には、いわゆる生産主義に基づい
て農業の近代化が目指された。一方で、農村から都市への大規模な人口流出も同時に進行している。
すなわち、近年の農業・農村の持続性をめぐる問題の背景となる条件が準備された時期であるとい
える 9）。また、1970 年には稲作における過剰生産を背景に生産調整が実施され、他の作物への転作
の奨励などが行われた。1970 年代以降、日本の経営耕地面積は減少を続けている。経営耕地面積に
占める田の面積の割合に変化はあまりみられないが、選択的拡大で一時 10％程度にまで上昇した樹
園地面積の割合は、その後の生産調整で低下を続けている。
その後、1980 年代後半から 1990 年代にかけては、農産物の輸入自由化などにより、国内の農業生

第 1図　全国の経営耕地面積と農家数および土地持ち非農家数の推移
経営耕地面積は総農家の値。2005 年と 2010 年については、販売農家のみ地目の分類が集計されているため、自
給的農家の数値を別途追加した。

（農業センサスにより作成）
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産がグローバル化の影響で再編成を迫られた。さらに、人口流出および都市と比較して相対的に速
く進行した高齢化によって、農業の担い手不足が顕在化する。こうした状況の一方で、農業に新た
な価値を見出す動きも高まった。具体的には、農業の生産以外の多様な価値として、良質の景観、生
物多様性や土質、水質などの保全、都市農村交流などのレクリエーションの場の提供などが評価さ
れるようになった。これらは農業・農村の多面的機能あるいは公益的機能と呼ばれ、これらを評価
する動きはポスト生産主義的視点に立つものである。また、多面的機能への注目は、農業政策にお
ける生産物への補助の削減と非生産物への補助の移行という方向転換と密接に結びついている。
こうした状況を反映して、1999 年には食料・農業・農村基本法（新基本法）が制定された。新基
本法では①食料の安定供給の確保②多面的機能の発揮③農業の持続的な発展④農村の振興の四つが
基本的な柱とされ、女性の参画、高齢農業者や農業生産組織などの活動推進も掲げられている。こ
の新基本法に依拠して、2000 年からは中山間地域等直接支払制度が導入された。この直接支払いで
は、集落での共同作業を条件として、中山間地域での農業の維持に対して補助金が支払われている。
しかしながら、中山間地域をめぐる状況は年々深刻さを増している。特に 1990 年代以降は、耕作放
棄地の拡大をはじめとした農地の保全をめぐる問題が生じている。この問題に対する政策的対応と
しては、上述した中山間地域等直接支払制度に加え、農地・水・環境保全向上対策（2007 年から実施、
のちに農地・水保全管理支払交付金に名称を変更）や耕作放棄地対策事業（2008 年～）、多面的機能支払
（2014 年～）などが導入されている。
ただし、担い手不足の中で、耕作放棄地の拡大を効果的に抑制するのは難しい状況である。農地
の維持に加え、集落の社会的機能の維持という側面では、限界集落化 10）などに代表される問題が顕
在化している。また、近年では、経営規模の小さい自給的農家が農家全体に占める割合が上昇して
いる（第 1図）。自給的農家とは「経営耕地面積が 30a未満かつ農産物販売金額が年間 50 万円未満の
農家」のことであり、「経営耕地面積 30a以上または農産物販売金額が年間 50 万円以上」と定義さ
れる販売農家と経営規模によって区別されている。自給的農家率は 2000 年代に入って上昇し、2010
年には約 35％である。さらに、不在地主および地域に居住していながら農業をしていない土地持ち
非農家の増加も顕著である。土地持ち非農家とは、「農家以外で耕地及び耕作放棄地を 5a以上所有
している世帯」のことである。土地持ち非農家率は 1975 年には 5％前後であったものが年々上昇し、
2010 年には 35％となっている。

Ⅲ．日本の農業の地域性と耕作放棄地拡大の傾向

ここで、具体的にデータ分析の結果を示しつつ、日本における耕作放棄地の状況を検討する。日
本の耕作放棄地面積は 1975 年から集計されており、その面積は拡大傾向にある（第 1表）。特に、耕
作放棄地を所有者の属性別にみると、1980 年代から 1990 年代までは販売農家の所有地の割合が高
かったのに対し、土地持ち非農家および自給的農家の所有する面積の割合が上昇している。耕作放
棄地率は 1975 年の 2.7％から上昇し、2010 年には 10.6％となっている。このように、絶対量として
の面積の増加と相対量としての耕作放棄地率の上昇、そして土地持ち非農家と自給的農家の所有す
る耕作放棄地の割合の上昇は、耕作放棄地をめぐる問題が新たな局面を迎えていることを示してい
るといえよう。先行研究で指摘されたような1990年代までの都市近郊や集約的農業地域での耕作放
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棄の問題に加え、後述するように近年では中山間地域における耕作放棄地の問題が深刻化している
といえる。
つづいて、都道府県別の農業の概況を、農家数や経営耕地面積、耕作放棄地に関連するものを中
心にみていく（第 2表）。日本の耕作放棄地面積は全体で約 39.6 万 haであり、都道府県別にみると
福島県 2.2 万 ha、茨城県 2.1 万 ha、千葉県 1.8 万 haの順で東日本に面積の大きい都道府県が多い。
これは東日本に経営耕地面積の大きい都道府県が多いためであり、絶対量でみるだけでは耕作放棄
地問題の特性を十分に把握することはできない。次に都道府県別の耕作放棄地率を高いほうからみ
ると、長崎県の 26.0％、山梨県の 24.5％、広島県の 23.3％の順になっている。これらの県はいずれ
も平地が少なく、傾斜地農業地域が多いという共通点を持っている。このほか、関連する指標とし
て自給的農家率についてみると、都道府県別では大阪府 60.2％、岐阜県 48.6％、愛知県 48.1％、東
京都 48.0％など、大都市圏とその周辺地域で割合が高くなり、東日本では全国平均を下回る都道府
県が多い。土地持ち非農家率は佐賀県 54.1％、石川県 52.5％、富山県 52.1％など、耕地に占める田
の面積割合が大きい地域で高くなっている。
都道府県レベルで集計されたデータでは、域内の農業の地域差が捨象されてしまう。そのため、同

一の都道府県内に異なる類型の農業地域を含んでいるところでは、その地域性と耕作放棄の傾向と
の関連を十分にとらえることができない。そこで以下では、都道府県データと旧市区町村データの
両方を用いて、耕作放棄地率と関連する指標との相関分析を行い、耕作放棄地率の地域差について
詳しくみていくことにする。

2．耕作放棄地率および関連する指標にみえる地域性
本研究の分析には、農業センサスの 2010 年のデータを使用した。農業の持続に関連する農家数、
土地、農業の特徴に関するデータを整理し、割合などの指標データを作成した。これらのデータの
うち、耕作放棄地率など主要な指標については地図化を行って、地域的特徴を把握した。さらに、各
指標と耕作放棄地率との関係を明らかにするために相関分析 11）を行った（第 3表）。その中で、ここ
では相関係数 rが 0.3 以上または－ 0.3 以下となった指標を中心に議論を進める。
相関分析に先立って、主要な指標についてその地域的特徴を把握する。まず、本研究で問題とし
ている耕作放棄地率の高い地域についてみていく（第 2図）。北海道、東北地方では、北海道南西部
の渡島半島、青森県北東部の下北半島、岩手県東部の北上山地一帯と沿岸部、山形県と宮城県の県

第 1表　全国の耕作放棄地面積および耕作放棄地率の推移

（農業センサスにより作成）

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010
131,422 123,078 134,870 216,785 244,314 342,789 385,791 395,981
99,104 91,746 92,671 150,655 161,771 210,019 223,372 214,140

73,420 112,618 120,358 154,358 144,356 124,119
19,251 38,037 41,413 55,661 79,016 90,021

32,318 31,332 38,063 66,130 82,543 132,770 162,419 181,841
2.7 2.5 2.9 4.7 5.6 8.1 9.7 10.6

54.4 51.9 49.3 45.0 37.4 31.3
14.3 17.5 17.0 16.2 20.5 22.7

24.6 25.5 28.2 30.5 33.8 38.7 42.1 45.9
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第 2表　都道府県別の農業の概況（2010 年）

（農業センサスにより作成）
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境にあたる奥羽山脈南部、福島県の阿武隈高地西部などで高くなっている。関東地方では、越後山
脈から関東山地、足尾山地など県境地域となる山間部、千葉県南部の房総丘陵周辺で耕作放棄地率
が高くなっている。中部地方でも同様に飛騨山脈などの急峻な山地に沿った山間地域で耕作放棄地
率が高くなっており、特に山梨県では中央の甲府盆地を除いて耕作放棄地率の高い市町村が多い。近
畿地方では紀伊山地周辺から三重県の志摩半島にかけての南部に耕作放棄地率の高い市町村が集中
している。中国地方では、広島県の沿岸部や島嶼部、島根県西部の沿岸部などで耕作放棄地率が高
くなっている。四国地方では、香川県、徳島県、愛媛県の県境地域にあたる四国山地一帯で高くなっ
ている。九州地方では、長崎県の西彼杵半島と長崎半島、熊本県の天草地方、そして九州山地に沿
う一帯で耕作放棄地率が高くなっている。特に、長崎県の西彼杵半島および長崎半島は、平地に乏
しい地形のため、耕作放棄地率が 40％を上回る市町村が多くなっている。
次に、自給的農家率についてみると（第 3図）、耕作放棄地率と類似した地域的パターンになって

いることがわかる。特に、関東山地から中部地方の山間部の一帯、紀伊半島から四国山地、九州山
地に至る地域で、自給的農家率が高くなっている。自給的農家率と耕作放棄地率の相関係数は、都
道府県データで r = .70、旧市区町村データで r = .64 であり、他の指標と比べても高い相関関係がみ
られた。これは、山間部を中心に農業の経営規模の縮小が進み、耕作放棄地に占める自給的農家の
所有地の割合が上昇していることが関連しているといえる。
では、土地持ち非農家と耕作放棄地の間にはどのような関係があるのだろうか。ここでは、次式
で算出した土地持ち非農家率という指標をもとに検討する。

土地持ち非農家率＝土地持ち非農家数／（総農家数＋土地持ち非農家数）× 100

土地持ち非農家率が高いほど、地域に耕地または耕作放棄地を所有していながら農業に従事して
いない世帯が多いということになる。こうした世帯には、かつて農業をしていて引退した世帯や、農

第 3表　耕作放棄地率と他の指標との相関関係（2010 年）

（農業センサスにより作成）
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業従事者の引退により耕地や耕作放棄地を相続した世帯などが含まれる。いずれにしても、土地持
ち非農家は自身で農業生産を行っていないため、土地の貸し出しを行わなければ、耕作放棄地の拡
大を助長してしまう存在である。
土地持ち非農家率の地域的傾向は、自給的農家率と一部では一致し、一部では異なる状況となっ

第 2図　旧市区町村別耕作放棄地率（2010 年）
白抜きは「データなし」。

（農業センサスにより作成）
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ている（第 4図）。関東山地や紀伊山地、長崎県などでは、自給的農家率と土地持ち非農家率がとも
に高くなっている。一方で、日本海側の新潟、石川、福井の各県や、九州の筑後平野に面する地域
など、耕地に占める田の割合が高い地域においても、土地持ち非農家率が高くなっている。土地持
ち非農家率と耕作放棄地率との相関係数は、都道府県データでは r = －.03 であり、旧市区町村デー

第 3図　旧市区町村別自給的農家率（2010 年）
白抜きは「データなし」。

（農業センサスにより作成）
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タでは r = .44 であった。都道府県データで相関がみられなくなるのは、一つの都道府県の中に土地
持ち非農家率にばらつきのある旧市区町村が含まれるためであると考えられる。また、旧市区町村
データで土地持ち非農家率と耕作放棄地率との相関が自給的農家率ほど強くないのは、以下に述べ
るように土地持ち非農家に 2つの性格が混在しているためである。すなわち、土地持ち非農家でも、

第 4図　旧市区町村別土地持ち非農家率
白抜きは「データなし」。

（農業センサスにより作成）
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耕作放棄地を多く所有する世帯と、耕地を所有して他の農家に貸し付けている世帯とがあり、後者
が多い場合には、耕作放棄地率は低くなる傾向にある。その具体例が、上述した北陸の各県や佐賀
県の平野部などである。これについて、土地持ち非農家に占める耕地を貸し付ける世帯の割合（以
下、貸付非農家率）によって 4つに区分してさらに分析すると、貸付非農家率が 25％未満の場合、土
地持ち非農家率と耕作放棄地率との間には明確な正の相関関係がみられた（相関係数 r = .81）。貸付
け非農家率が 25％以上 50％未満の場合も相関はみられるが、相関は弱まる（相関係数 r = .65）。貸付
け非農家率が 50％以上 75％未満の場合、相関はさらに弱まり（相関係数 r = .46）、貸付非農家率 75％
以上ではほぼ無相関となった（相関係数 r = .12）。このように、土地持ち非農家率には耕地の貸付け
の有無によって耕作放棄地率との関係に差異がみられる。

Ⅳ．耕作放棄地率と他の指標との関係性

1．耕作放棄地率と他の指標との相関関係
それでは、第 3表を参照しつつ、関連する諸指標と耕作放棄地率との関係についての分析に進む
ことにしたい。まず、総農家の一戸当たり経営耕地面積と耕作放棄地率との間には、都道府県デー
タでは負の相関関係がみられた（r = －.53）。これは土地持ち非農家の一戸当たり所有耕地面積（r = 

－.58）でも同様の傾向であった。しかし、旧市区町村データでは、これらの指標と耕作放棄地率と
の間にはほぼ相関がみられなかった。これは、北海道の旧市区町村のデータにおいて一戸当たり面
積が非常に大きいためである。北海道を除く46都府県の旧市区町村データにおける耕作放棄地率と
の相関係数は、一戸当たり経営耕地面積が r = －.50、土地持ち非農家一戸当たり所有耕地が r = －.52
であり、農家の経営規模および土地持ち非農家の所有耕地の規模と耕作放棄地率との間には負の相
関がある。土地持ち非農家率の分析でも一部みたように、耕作放棄地率と耕地を貸し付ける土地持
ち非農家の割合との間には比較的強い負の相関がみられる（都道府県 r = －.48、旧市区町村 r = －.67）。
耕作放棄地の所有者の属性については、販売農家の耕作放棄地割合が高いところでは耕作放棄地率
が低くなる傾向にある（都道府県 r = －.48、旧市区町村 r =－.43）。これを面積規模別にみると、0.3 ～
0.5haの販売農家の割合は耕作放棄地率と正の相関関係にあり（都道府県 r =－.59、旧市区町村 r = .47）、
1.5haを超えるランクの農家割合は耕作放棄地率とそれぞれ弱い負の相関関係にある。
つづいて、作物や農作業委託との関連についてである。稲作付実農家割合（販売農家）と耕作放棄
地率との間には、旧市区町村データで r = －.40 と一定の負の相関関係がみられた。他の作物では耕
作放棄地率と明瞭な相関関係のある指標はみられなかった。これは、田の耕作条件が畑および樹園
地と比べて相対的によいことに加え、農作業の委託がさかんに行われているためであると考えられ
る。実際に、農作業を委託した実農家割合（販売農家）と耕作放棄地率との間には、弱いながら負の
相関がみられる（都道府県 r = －.25、旧市区町村 r = －.31）。
最後に、集落の特性と耕作放棄地率との関係を検討する。まず、集落の総土地面積に占める耕地
面積の割合を示す耕地率の高低についてである。これをみると、耕地率 10％未満の集落割合は、旧
市区町村データで耕作放棄地率との相関係数が r = .47 と一定の相関関係があった。すなわち、集落
内に平地が少なく、耕地として利用できる土地が少ない集落の多い市区町村ほど、耕作放棄が進行
していることがわかる。耕地率 20％以上で 10％ごとの集落割合は、耕作放棄地率と弱い負の相関関
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係にあるが、その関係はあまり明瞭であるとはいえない。次に、耕地に占める水田の割合をもとに、
水田率 70％以上を水田集落、30 ～ 70％を田畑集落、30％未満を畑地集落とした区分との関係をみ
る。水田集落割合と耕作放棄地率との間には負の相関がみられ（都道府県 r = －.52、旧市区町村 r = 

－.46）、畑地集落割合との間には旧市区町村データで弱い正の相関がみられた（r = .39）。これらは、
地形などに規定された集落内の耕地の地目が、一定程度耕作放棄地の発生と関連していることを示

第 5図　旧市町村別農業地域類型
（農業センサスにより作成）
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すものである。このほか、地域資源の保全との関連では、森林を保全していない農業集落の割合は
耕作放棄地率と弱い正の相関関係にあり、農業用用水路を保全している農業集落の割合は弱い負の
相関関係にあった。これらの指標は集落あたりの農家数の大小に影響を受けているため、集落内の
農家の減少により地域資源の保全が行われていないところでは、耕作放棄地率も高くなる傾向にあ
るといえる。

2．農業地域類型別にみた耕作放棄地の動向
つづいて、旧市区町村を地形条件などを含めて検討するために、農業地域類型を用いた分析を行
う。日本の旧市区町村は、都市化の程度と耕地率、林野率などの指標を用いて都市的地域、平地農
業地域、中間農業地域、山間農業地域の 4つの類型に区分されている（第 5図）12）。一般的に用いら
れる中山間地域は、この中間農業地域と山間農業地域を合わせて呼ぶものである。この区分によっ
て、耕作放棄の進行にどのような差異がみられるのかを検討する。まず、2010 年における各類型全
体の耕作放棄地率をみると、都市的地域が 13.7％、平地農業地域が 6.0％、中間農業地域が 14.1％、
山間農業地域が15.8％となっている。日本全体の耕作放棄地率が10.6％であることをふまえると、地
形条件、あるいは都市化の影響によって耕作放棄地率が高くなることがわかる。次に、旧市区町村
データを耕作放棄地率の 10％区切りで再集計し、農業地域類型別の割合をみると、類型によって明
確な差異がみられる（第 6図）。耕作放棄地率 10％未満の旧市区町村では、平地農業地域が 44.4％を
占めている。これに対し、耕作放棄地率の高いグループになると、徐々に中山間地域の割合が上昇
し、耕作放棄地率 70 ～ 80％のグループでは、中山間地域の割合は 85.1％に達する。これは、耕作放
棄地をめぐる問題が中山間地域において深刻であることを明瞭に示している。なお、都市的地域に
ついては、中山間地域ほどではないものの、平地農業地域よりは耕作放棄が進行していることがわ
かる 13）。
また、農業地域類型別にみた場合、耕作放棄地率と自給的農家率、土地持ち非農家率との相関関

第 6図　農業地域類型別にみた旧市区町村の耕作放棄地率
（農業センサスにより作成）
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係にも差異がみられる（第 7図）。中間農業地域および山間農業地域における相関は、平地農業地域
における相関よりも強い。また、平地農業地域においては、土地持ち非農家率と耕作放棄地率との
間には相関がみられない。これは、平地農業地域には地目や農地の貸借において多様な旧市区町村
が含まれていることを示している。また、平地農業地域と比較すると、中間農業地域および山間農
業地域においては土地持ち非農家の発生が耕作放棄地の形成と同時に進行しているといえよう。

Ⅴ．おわりに

最後に、本研究で明らかになったことをまとめ、今後の研究課題の提示を行う。全体的にみて、耕
作放棄地の拡大は農業の条件が不利な地域における自給的農家の増加や土地持ち非農家の増加など
と関連していた。また、耕作放棄地率の高低の地域的傾向は、自給的農家率とかなり類似していた。
土地持ち非農家率については、耕地を所有し貸し出している世帯と、耕作放棄地のみを所有してい
る世帯が混在しているため、市区町村レベルでの分析では注意が必要であるといえる。他の指標と
耕作放棄地率との相関は、主に水田耕作の占める割合や、農家の経営規模の大小と関連していた。さ
らに、農業地域類型別の分析により、中山間地域において耕作放棄地問題が深刻化していることが
確認できた。今後は、こうした他の農業経営の特色との関連性をふまえて、耕作放棄地をめぐる現
象を理解することが求められる。
さらに、本研究をふまえて以下のような研究課題が提示できる。まず、耕作放棄地率を指標とし
て農業の衰退について議論することには、一定程度の意味があるといえる。しかし、地域の農業の
持続性を議論する際には、複層的な空間スケールに注意を払って地域的特徴をとらえなければなら
ない。旧市区町村レベルでも捨象されてしまう地域差については、集落レベルでの分析も必要とな
るであろう。ただし、集落レベルではデータ量が膨大になるため、ある程度まで都道府県あるいは

第 7図　農業地域類型別にみた耕作放棄地率と他の指標との相関関係
（農業センサスにより作成）
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市区町村レベルで分析を進めて、地域的特徴の概観を把握してから集落レベルの分析に移ることが
重要であろう。さらに、具体的な現地調査を行う場合には、農業をめぐる諸活動や諸関係について、
経済的側面にとどまらず、社会関係の側面を考慮した検討が必要となる。本研究でのデータ分析は、
そうしたフィールドワークの知見と相補的な役割を担うものである。今後、データ分析で明らかに
なった結果とフィールドワークでの知見との接合をさらに検討していくことにしたい。

［付記］
本研究の遂行にあたり、平成 28 年度国土政策関係研究支援事業の研究費の一部を使用した。
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耕地率 20％未満で、「都市的地域」及び「山間農業地域」以外の市区町村または市町村。②耕地率が 20％
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た。

（本学文学部助手）
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Sustainability of Agriculture and 

Rural Areas Focusing on Cultivation Abandonment: An Analysis

by
Yukio Teratoko

This study examines the relationship between the ratio of abandoned cultivated land to total land（the 

ratio of ACL）and related indexes. One of the most serious problems in Japan’s rural areas is the expansion of 

abandoned cultivated lands, which has attracted much attention in relation to other phenomena, such as 

population decrease or the development of intensive agriculture. Recently, cultivation abandonment is 

accelerating due to the increase in numbers of small-sized farmers（SF）and non-farm households owning 

cultivated land or abandoned cultivated land（NF）. This study examines the correlation between the ratio of 

ACL and other indexes. The main findings are as follows. First, the geographical pattern of the ratio of ACL is 

similar to that of the ratio of SF to total farmers. Second, cultivation abandonment correlates with the increase 

in NF at the municipal level. However, there is no correlation between them at the prefectural level. Third, the 

ratio of ACL is negatively correlated with farm size and proportion of paddy fields. Fourth, cultivation 

abandonment is more serious in hilly and mountain areas compared to the plains. 


